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板橋区教育ビジョン2035について

• 教育基本法第17条第２項にある「教育の振興のための施策に
関する基本的な計画」と位置づけ、策定する。

• 「板橋区基本構想」に示された教育分野の将来の姿、及び、
区長と教育委員会が総合教育会議で協議し、区長が決定する
「板橋区教育大綱」における教育施策の方向性の実現に向け
て、中長期的な施策体系を定め、総合的・計画的に推進して
いく指針とする。

１ 位置づけ

２ 計画期間

• 令和８（2026）年度から令和17年度（2035）年度まで

【参考】教育基本法第 17 条第２項
地方公共団体は、国の計画を参酌し、当該地方公共団体における

教育の振興のための施策に関する基本的な計画を定めるよう努めな
ければならない。
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板橋区教育ビジョン2035について

３ 現状と課題

将来の予測が困難な時代 多様化する子どものニーズ 教員の労働時間の長時間化

全国

• 気候変動や自然災害の増大
• グローバル化の進展
• 国際的な地位の低下
• 国際情勢の不安定化
• デジタル技術の進展（AI）
• Society5.0時代

• 特別な支援を必要とする児童・生徒
の増加

• 通常の学級においても、通級による
指導を受けている児童・生徒の増加

• 日本語指導が必要な児童・生徒の増
加

• 社会の多様化→共生社会の実現

• 学校が抱える課題の複雑化・多様化
を一つの要因とした、教員の労働時
間を長時間化

区

• 社会を生き抜く力の育成（学力の向
上、環境教育、国際交流）

• 個別最適な学びと協働的な学びの充
実

• ICT活用における学校間、教員間の
格差改善

• 不登校児童・生徒増：1千人超（４
年度）

• 通級による指導を受けている児童・
生徒増（情緒障がい等H28：209人
→R5：690人（小学校）、H28：
56人→R5（中学校）207人）

• 日本語指導が必要な児童・生徒増

• 教員の労働時間を長時間化
• 「月あたりの時間外在校等時間が45
時間を超える教員の割合をゼロにす
る」を目標

• 教育ビジョンの施策体系化
• 現行の教育ビジョンは、行政の一般的な政策体系（政策‐施策‐事務事業）とは形を異にしている。その結果、施策－事務事

業体系で構成されている基本計画との整合が図りにくいことはもとより、区の行政システム（組織・人事体系、予算・決算体
系、行政評価体系）との親和性が低いことが課題となっている。

• こどもの意見聴取
• 子ども基本法に基づき、計画の策定にあたって、子どもの意見を聴く機会を作る必要があり、対象や手法を全庁的に検討し、

子どもの意見を取り入れる。

■計画策定上の課題と現状
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板橋区教育ビジョン2035について

４ 策定の基本的な考え方・方向性

• 学識経験者や地域関係者、学校関係者等で構成する「板橋区教育ビジョン2035検討委員会」を設置し、板橋区における教育の現状
に関する意見・要望を広く取り入れる。

• 教育委員会事務局では、策定本部を設置し、「板橋区教育ビジョン2035」を令和７（2025）年度中に策定する。
• 同ビジョンのアクションプログラムである「いたばし学び支援プラン2028」は、令和７（2025）年度に策定する。
• 「板橋区教育ビジョン2035検討委員会」と、基本構想審議会が密接な連携を図る。スケジュールは、「教育関連計画と基本構想・

基本計画連携スケジュール【別紙２－２ 】」参照。
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板橋区教育ビジョン2035について

５ スケジュール（案）

•第１回板橋区教育ビジョン2035検討委員会（現状と課題、今後のスケジュール）【5/7 10-12時】令和６年５月

•第２回板橋区教育ビジョン2035検討委員会（テーマ別検討）【7/18 10-12時】令和６年7月

•第３回板橋区教育ビジョン2035検討委員会（テーマ別検討）【9/2 18-20時】令和６年9月

•区議会（文教児童委員会）に策定方針報告令和６年９月

•第４回板橋区教育ビジョン2035検討委員会（テーマ別検討）【10/31 14-16時】令和６年10月

•第５回板橋区教育ビジョン2035検討委員会（第１回～４回のまとめ）【3/28 10-12時】令和７年３月

•区議会（文教児童委員会）に骨子案（中間のまとめ）報告令和７年６月

•区議会（文教児童委員会）に素案報告令和７年11月

•パブリックコメント令和７年12月

•第６回板橋区教育ビジョン2035検討委員会（板橋区教育ビジョン2035（原案）について）令和８年１月

•区議会（文教児童委員会）に原案報告令和８年２月

•教育ビジョン2035策定令和８年２月
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